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1は じ め に
ローマ条約 の締結 に始 まる欧州統一の流れは,1993年1月の統一市場 の創設
を もって新 しいステー ジへ と移行 した。 これ に伴 い,航 空産業界 においても画
期 的な規制緩和 が実施 され,航 空.各社 は,今 後の激 しい競 争をに らみ,生 き残
りをか けた戦略 を展開 してい る。
今 回実現 された規制緩和 は,ユ978年に始 まった米国 にお ける航空規制の緩和
の理念 に非常 に近づいた形 とな った。米 国における航空規制の緩和 の理論 的背
景 には,コ ンテスタブル ・マーケ ットの理論があ る。 これは,参 入 と退 出の費
用が小 さい産業で は,実 際に寡 占あるいは独 占的 な状況が存在 して も,新 規 参
入 の可能性 さえ存在すれば,競 争 的な料金が成立 し,資 源配分が効率的になる
とい うものであ る。米国は,こ れによ って公 的規制 を不要 と し,完 全 自rh競争.
を徹底 的に促進 した。 しか し,こ のよ うな政策が可能 とな ったのは,規 制緩和
の対象 として考 えられたのが主に米 国の巨大 な国 内市場であ り,あ る程度まで
競争 の基盤が普遍性 を帯 びていたためで あ り,事 実 この政策 を国際市場に導入
しようとい う試み は,各 国の非常 な抵抗 を引 き起 こす こ とにな った。
それが今 回の欧州統合 に伴 って,欧 州.市場 に同様 の.方針 を採用させたのは,
政治的判断が強 く働 いた とはい え,欧 州統一市場が,国 内市場 と同一視 しうる
段 階を迎えつつ ある とい う認識が強 まって きたため と考 えられ る。 しか しなが
ら,欧 州における統合 の推進 は,衆 知の ごと く非常 に難航 してい る。国家,あ
るい は地域 とい うユニ ・ソトの解消 はあ くまで理念であ って現実で はない以.ヒ,
r
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そ こにおける自律性 の確保 とい う問題 は,早 晩明確 に しな ければな らない一般
問題 である。
米国 との国内市場 の規模の不均 衡に基づ く交渉力の ア ンバ ラ ンスを解消すべ
く,域 内で統..・した政策形成 をもって これに対抗 しよ うと努力す ることは,現
在 の厳 しい競争環境 において ごく自然 の流れであ ろ う。 しか しその中で,各 国
の独 自性,文 化性 を,こ のよ うな普遍化 の動 きの中で どのよ うに位置づ け,調
整 してい くか とい う問題 は,長 期的観点か らすれば,よ り重要性 の高 い問題 と
なる。
そ こで本論で は,対 象を国際航空 サー ビスに絞 って,欧 州における航空 の規
制緩和 政策 の推移 を,米 国 との関連性 を問 いつつ検証 しなが ら,上 記の 自由化
と自律性 の調整 の問題 について考えてみ たい。 そ して,そ れは 円本における地
方の 自律性 の問題 について も引 き延 ば して考 えるこ とにな るであろ う。
II欧州における航空自由化の独自性 とその歴史的展開
1.欧米間における航空自由化の相違点
まず最初 に,欧 州 におけ る航空 自由化が,米 国におけ る航空 自由化政策 とど
のよ うな点で違 ってい るのか を,こ こで再度明確に してお こう。そうす ること
によって,な ぜ欧州 における航空 自由化が論 じるに値する もので あるのか を明
かにす ることがで きよう。
米国 の航空 自由化は,1978年にス ター トを切 った。 これは,.米国の国内市場
をその第1ス テー ジとす る ものであ り,完 全な自由競争 をどこまで も追求 して
いこうとす るもので あった。その後,そ の理念を世.界に普遍化 させ ようと;国
内市場 にもちいた政策 を国際市場において も適用 すべ く,欧 州 との問 に交渉 を
開始 した。 この交 渉過程で は.自 国の巨大な国内市場 をテコに して,欧 州.各国
に 「譲許の均衡」 を求 めた1}。それ は,必 然 的に,欧 州 に対 して多国 間協定 の




締結,つ ま り,航 空市場 のGATT化 を求め ることにな った。
これ に対 し,各 国が限 られ た国 内市場 しか もたず,伝 統 的に国家 の主権意識
が強い欧州 市場 においては,航 空 の自由化 は,国 際政 治の文脈 を抜 きに して は.
語れ ない。多国間体制 の協約が 自国の国内政策 に及ぼす拘束性 は,各 国の地域
的独 自性を損 な う危 険性 を伴 うが故 に,市 場 統.合がすで にス ター トを切 った現
在 において も,EUが 統一的 に打 ち出す 政策 に対す る根強い反対意識が存在 し
ているのが現実であ る。そのため,欧 州 において航空 白山化 を論 じる上で も,
常 に国際市 場が念頭 におかれ,対 外 政策 との関連が重視 され る点 において,国
内市場 をベース とす る米 国流 の規制緩和論 とは一線 を画す るのであ る。 この点
において,欧 州の航 空 自由化 は,米 国 の自由化政策 に触発 を受 け,ま た欧州経
済の衰退 の影響 による危機感 によって推進 され なが らも,ベ ー スにおいて独 自
の性格 を持つ ものであ る。翻 ってみる と,わ が国の状 況は,欧 州 市場 の状況 に
類似 してお り,そ こでの 自由化の進展 は,米 国 にお けるもの よ りも,よ り参考
になる もの を含んでい るもの と考 え られ る。 ここにこそ,欧 州 における自由化
を検討す る意義が存在す る。
2.欧州航空政策の形成と発展
欧州 にお ける統一的な市場 の規制緩和の流れ は,1958年の ローマ条約 の締結
に端 を発す る。 しか しなが ら,航 空.事業 は,国 家間の二国間条約 と,ナ シ ョナ
ル ・フラ ッグ ・キ ャリアを中心 とす る政府の航空事業者 に対す る規制の枠組み
で行われている との理 由か ら,海 運 とともに,ロ ーマ条約制定以来30年近 くも,
規制緩和の潮流 か ら取 り残 され ることとな った。
こうした状 況に鑑 み,.EC委員会 は,欧 州共通 の航空政策 を樹立す る必要性
を認識 し,1979年に 「第一次 メモ ラ ンダム」 とい う形で政策提言 を行 った。 し
か し,そ の内容 は,市 場 の実態か ら全 く遊離 した もので ある とい う批判 を浴び,




先述 のごと く,こ の前年の1978年には,米 国で は歴 史的な航空 自由化政策が
実施 され た。 その思想的影響は,当 時の世界 的な新保守 主義 の波 に乗 って,欧
州に も波及す る。 また,直 接的 にも,米 国が対外 的に も航空 自由化政 策を強力
に推進 しよ うと した ことか ら,欧 州 における従 来の体制 は大 き く揺 さぶ られ る
ことにな つだ)。 こうした動 きに対 し,FL委 員会 は,米 国の規制緩和 は直接
の模範 とすべ きで はない との見解 を示 した。そ して,従 来の二国間体制の枠組
みの中での規制の柔軟化,競 争 の促進 をはか るべ く,ユ984年,「第二次 メモ ラ
ンダム」 を理事.会に提出 した。
ユ985年6月に は域 内市 場 白書 が提出 され,欧 州市場 統合 は,具 体 的 なスケ
ジュールに沿 って,実 行段階 に突入 してい く。 これ を受 け,航 空業界で も,3
つの ステー ジにおいて,い くつかの 自由化政策がパ ッケー ジの形で実施 されて
い く。 これ らが,通 称 「パ ッケージ1・2・3」 と.呼ばれる ものであ る。
パ ッケージ1は,198ケ年12月に導入 された。ただ し,こ れはあ くまで も過渡
的な性格づ けがな され ていた㌔ したが って,そ の導人後 も,政 策の審議 は継
続 して進 められ た。その結果,1990年6月,パ ッケージ2が 新 しく導.入される
ことになった。
パ ッケージ1・2は,い ず れ も自由化 を指 向 しつ つ も,第 二次 メモ ラ ンダム
の打 ち出 した路線 に沿 った,従 来 の二国 間体制の枠 組みの中での改革であ った。
.従 って,結 果的 には,先 行 する市場 の自由化 の実態 に,制 度 的な後付 けを行 う
形 に留 まった。つ まり,市 場 に対 して能動的 にインパ ク トを与 えることはで き
なか った。
これに続 くパ ッケー ジ3も,当 初 はこの路線 に沿 った漸進的 な ものが予定さ








なか った。一方で,こ うした政策の審議 を見守 る政治家達の 問で は,統 一市場
のスター トが 目の前 に迫 ってい るに もかかわ らず,遅 々 として進 まない 自由化
の現状 に対 し,不 満が高 まっていた。 ところが,こ うした事態が一変す ること
になる。1992年6月に行われたEC閣 僚 理事会において,議 長国であ るポ ル ト
ガルが,独 自の政 治的判断 によって,大 胆 な 自由化政策 を採用 し,流 れを転換
させたか らで ある。 ポル トガルは,そ れまで保守的 な立場 を採 り,思 い切 った
改革には反対 の意志 を表明 して きた。 ところが,当 会議の議長国就任 にあたっ.
て,改 革派転 身へ の次 のよ うな動機付 けが なされたので ある。す なわち,U)リ
ベ ラル派の国々の支持 を得 たい とい う政治的判断,(2)自らが議長国 として歴史
的な政策 を成立させたい とい う名誉欲,で あ る。 こうして,大 方 の人が予期せ







さて,パ ッケー ジ3で は,具 体的 にどのよ うな抜 本的な改 革が打 ち出された
ので あろうか。 ここでは箇 条書 きの形で,そ の主 なものを取 り上 げてみたい。
a.輸 送 カ
ー般 に,二 国間で結 ばれ る航空協定で は,機 会均等 め原則 に基づ き,お 互い
ぼ等 しい輸送力が割 り当て られ る。パ ッケー ジ1と2で 鰭,こ の比率が60:
40,75:25とい うよ うに,徐 々に アンバ ランスが認め られ るよ うにな った。
パ ッケー ジ3で は,こ の制 限が完全 に撤廃 され,自 由に設定で きるよ うになっ
た。
b.運 賃
従来,国 際輸送 における航空運賃 は,関 係両国の政府 が ともに認可す ること
に よっ.て発 効 と な っ た㌔ こ う し た 方 式 を 二 重 承 認 主 義(DOUBLE
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APPROVAL),別名バ ミュー ダ方式 とい う。 これ に対 し,パ ッケージ1・2で
は,.基準 となる運賃 に対 して,あ る一定の幅 の範 囲内で あれば,自 動的 に承認
され るとい う,ゾ ー ン方式が採用 された。パ ッケー ジ3で は,さ らに進んで,
関係両国がそろ って不認可 に しない限 り,申 請された運賃 は 自動的 に認 可 ・発
効 され るとい うDOUBLEDISAPPROVAL.:方式が導入 されだ,。
c,運 航 権
あ る国の純然 たる国内輸送 を他国の航 空会社が行 うことをカボター ジュ運航
という6,。これ まで は,カ ボ ター ジュ運 航 に関す る規定 は,パ ッケージ条項の
中には存在せず,そ の権利は認 め られ てこなか った。パ ッケージ3で は,こ の




免許の付 与は,従 来,各 国の政府が独 自に行 って きた。 パ ッケーヅ3で は,E
Uが域内共通の免許を与えることで合意がなされだ㌔
5)た だ し,こ の条項 にたい しては,セ ー フ ・ガー..ドがつ いている。す なわち,過 度 に高か った り,
低かった りす る運賃 に対 しては,政 府やEU委 員会が対抗措置 を講 じることがで きることになっ
ている。
6)例 えば,東 京 一大阪 間だ けの,つ ま り国際線か らの,あ るいは国際線への乗 り継 ぎを行わない,
純然たる国内輸送を,エ ー ル ・フランス とい ったよ うな,外 国航 空会社が行 うこと。
の ただ し,1997年4月まで を,そ の完全実施に向けた過 度的期 間と し,この 間.自 国発着便の延
長 としての相r国 内運航 は,国 際部分の輸送量の50%までに限定 され ることになった、 この よう
な猶r措 置が とられ た理由 と して は,国 内の小.企業保護 の問題 〔国内政治問題::と,公益サー ビ
ス(コ ミェニテ ィー ・サー ビス)の 維持の問題が挙げ られる。
8}こ こには2つ の問題があ る。1つ はEUの 企業要件の問題である。EU国 民が過半数の株式を
保有 し,そ の本社がFU域 内にあれば,そ の企業はEUの 企業 として認 められ る。 しか し,域 外
第三国 との交 渉では,そ の 国が この ような要件 を承認ぜず,そ の企業の国籍が特定で きない事態
が発生する ことが予想 され る,そ の ような場合には,そ の第三国が,そ の企 業の諸権利の行使を
認めないこ とも考えられ るだろう。 もう1つ は技術要件 の問題 である.従 来,各 社 は,自 国の政
府が独 自に設定 した基準 に沿って,そ の基準 ぎ りぎ りの枠の ところで事業運営 を行 ってきた こと
が多い、 この基準が急 に変 更され ることによって,パ イロ ットな ど,熟練労働者 の思わぬ過不足




パ ッケ「ジ3の 成立 によ って,欧 州航空産業 は,法 的側面において完全 自由
化 に向 けた体制を整 えつつ ある。 しか し,そ れが公正な競争に結 びつ くよ うに
有効 に機能す るためには,そ の実施 を保証す る社会的な基盤 が整 っていなけれ
ばな らない。 ところが,欧 州の航空市場では,国 家 主権 の理念が依然,共 同市
場 設立 の意志 に優 ってい ることか ら,と か く国家 間で の競争意識が強 く働 いて
くる。 そ して,そ れが市場における不平等 な競争基盤の残存 とな って表面化 し
てい る。 そこで,こ こでは,そ の完全 自由化 の阻害要 因となってい るものを,
以 下に具.体的に列挙 してみたい。
a.政 府か ら自国の航空会社に対 する援助
欧州 の航空会社 は,英 国航空のよ うな一部 の民営化 された もの を除 けば,そ
のほ とん どが政府か らの資本投資を受 けている。 国際航空サ ービスの 目的は,
国家威 信の高揚 をは じめ として,そ の多 くが政府 の政 策に関わ っている'コ。 そ
のため,.各国政府は,そ の時々の政策 を実施す る中で,そ の一過程 として,自
国 の航 空会社 に対す る直接 ・間接 の援 助 を行 って きた。具 体的 には,増 資で
あ った り,赤 字 を補填す るための資金投入であ った。特 に後者 は,自 由競争 を
通 じた経営 努力 の促進 を強 く阻害す るものであ るとして,欧 州内部で も強い非
難がなされ てきた。例 えば最近では,エ ール ・フランスに対す る政府の資金援
助 が,EUの 競争政策 に違反す るものである として,欧 州裁判所 に提 訴され る
という動 きがあ る。1993年か ら召 集され,審 議が続 けられて きた欧州航空賢人
会議 は,1994年1月,そ の最終報告 を提 出 した1。}。その中で は,今 後1回 限 り
において,政 府 か ら航空 会社へ の直接援助 を認め ることとしている。 しか しな










航空会社 は,各 地の空港 を利用す る際1着 陸料や駐機料 な どの空港使用料 を
支払わ なければな らない。空港使用料 は,各 空港 ごとに独 自に設定 され ている。
航空会社 は,自 社 の路線網 の展 開におい て,乗 り継 ぎの便や機材 の効率的 な回
転 とい った戦略 的見地か ら,ハ ブ ・アン ド ・スポー ク型 の路線 ネ ッ トワー クを
構築 しよ うとす る。 このため,そ のベース となる空港の使用料の高低は,航 空
会社 の経営戦略上,大 きな要因 とな る(図1)。
また,空 港 の運営 も民営化が進んで くると,空 港運営 に対す る経営的側面が
前面 に打 ち出され るよ うにな り,そ の空港 に とってよ り大 きな利益を もた らす
と思われ る大手の航空 会社が,様 々 な形で優遇 され る事態が生 じて くる。 こう
した空港 問競争 の もた らす問題 をどの ように考 えるべ きか は検討 を要す る問題
であ る。
c.空 港 における航空機の発着枠(ス ロッ ト)の 配分
空港 における発着枠 は,時 間帯 の有利不利 も含め,従 来その権利を保有 して
きた航空会社が,権 利の更新期 におい て も,そ れ をその まま継承 する形が大勢
であ った[%こ れ は,航 空市場への新規参入 をめ ざす者 にとって,大 きな参.入
障壁 と して働 いて きた。EU委 員会 は,こ の配分をいかに公正 な形で適正 に行
うべ きか について,議 論 を重ねてい る。現在,審 議 のたた き台 となってい るの
は,欧 州議 会の諮 問によって なされた審議委員会の次 のよ うな提案であ る。
1.未 使用 スロ ッ トをプー ル し,そ のプールされたスロ ッ トの うち50%以上
を新規企業 に配分す る。
2,新 規企業 に配分す る.スロ ッ トが不足 した場合 には,既 存の航空会社 の う
ち,200席以下 の機材 を使用 し,か っ6ス ロ ッ ト以上使用 す る航空会社 の
持 ち分の中か ら捻出される。


























































































































































































































































































































































































































































































































































配分 ・管理は,政 府 当局が指名す る 「スロッ ト ・コーデ ィネー ター」.が行 う。
.発着枠の配分をめ ぐる問題 に関 して0,空 港 の絶対数 の少 なさこそが この よ
うな事態 を招いてい るのだ とい う指摘 もあ る切。あ る提 言で は,各 地域 が勝手
な空港開発を行 うので はな く,EU全 体の観点か ら,総 合的な空港開発 を統 一
的に行 ってい く必 要が あると してい る↓3,。
d.AIRTRAFFICCONTROL(ATC>
安全 運航 を支 える航空管制 シス テム(ATC)は,各 国の軍事政策 において
も極めて重 要な意味 を持 ってい る。 したが って,そ の管轄区域 にお ける主権意
識 は強 く,他 国に対 して開放 的であ ることがで きない。 そのため,欧 州の空は,
各国の軍事戦略的な意図が絡 み,航 空管制 システムの違 いによって,複 雑 なモ
ザ イ ク模様 に細 分化 され ている(図2)。 またそ の上 に,航 空管制 システムが
採用す るソフ トウェアの違いによって,さ らに多様化が進んでい る。
今後航空の 自由化政策が進展 し,競 争.ヒ,輸送量が飛 躍的に増 大す る事態 を
迎えれば,こ うした空の細分化状況 は,空 域の混雑化 に対応 しきれず,安 全上
深刻な問題 を呈 することになろう。 この問題に対す る取 り組み の緊急性 は,E
Uに おいて も広 く認識 されてお り,現 在各種 の委 員会で,対 応策が練 られてい
る。
e.域 外か らの参 入者
欧州の空 には,FU域 外か らも様 々な国々の航空会社が乗 り入れている。 そ
の中で も特 に往 日すべ きは,ア ジ ア系 の航空会社であ る.ア ジア系の航空会社
は,自 国の社会水準 の世界的 に見た相対 的地位 によ り,雇 用 ・勤務体系 におい
て低 ゴス ト体質 を生み出 している.こ れは,現 在の厳 しい競争.ドにおいて,非
常 に強力 なメリ ッ トとな ってお り,市 場 シ ェアの拡大 につなが っている。 この
よ うな,社 会的な制度の違いによって もた らされた競 争条件 の違い を どう取 り
12)図4か ら,EU域 内では,こ のままで推移すれば,近 い将来に空港の.全体 の処理容量が需要を
まかない きれな くなることが読み取れ る。
13)前掲のEXP・亀NDZNGH`)RZZ`)M～を参照 のこと。
?
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扱 うか は,公 正競 争を実現す る上で.1つ の大 きな問題 となるであろ う。
m各 航空会社の生き残りのための対応
これ まで述べ て きた よ うに,EUの 航 空市場.において は,自 由化 の進展 に
伴 って,競.争・環境 の激変が予想 され る。 こう した変化に的確 に対応 し,素 早い
対策を講 じることが,生 き残 ってい く上での必須 の条件 となる。 ここで は,そ
の うちの注 目すべ き動 きについて,い くつか取 りヒげてみ たい。
1.提携戦略
まず,最 も注 目すべ きなのは,航 空会社間での提携 戦略である。 これ は,新
規投資 に伴 うリスクを最小 に とどめなが ら,提 供 しうるサー ビスの拡充 をはか
る ことを意 図す る。 この動 きの背景 には,英 国航空のマー シャル会 長が喧伝す
るように,将 来 の航空産業 は,自 由競争 による淘汰 によって,グ ローバルな路
線 ネッ トワー クを もつ少数の 「メ ガ ・キ ャリア」 と,あ る特定の路線 に特化 し
た 「ニ ッチ ・キ ャリア」の二極 に分化す る とい う見方があ る。 こうした主張 は,
ジャロ レッ トに よって,航 空会社 の進化 として,理 論的に定式化 されてい る鮒。
ただ,一 社 のみで グローバ ルな路線 ネ ットワークを構築す ることは,世 界 的な
同時不況か らまだ完全に立 ち直 って お らず,ま た,今 後の見通 しもたちに くい
状 況で,景 気 によって大 き く左右 され る航空産業 にとってはあま りに もリスク
が大 きす ぎる。そ こで,航 空会社 間の提携 によるサー ビスの拡 大が必須 の流れ
となったのであ る。英国航空 は,そ の先便 をつ け,グ ローバル戦略 をほぼ完成
しつつ ある。現在,欧 州 の航空会社 の間では,巨 大な米国国内.市場へ の進出 を
はか って,提 携の相手 となる米 国の有力航空.会社の獲得に躍起 になっている1%
?
〕?
14}この定式化につ いては,以 下 の文献 を参照の こと。
LOUISGIALLORETO,STRATEGICAIRLINEMANAGEMENZ:PITMAN,1989(塩
見他訳 『航空輸送 のグローバル化 と戦略的経営』,成山堂書店,1991年}
15)この うち,米 国ユナ イテ ッ ド航空 と独 ルフ トハ ンザ航空の提携 をめぐっては,米 国政府の最終
認可がなかなかお りず,係 争に発展 した。
.一r
欧州における航空自由化と航空政策の自律.(159)79
以上は,輸 送 サー ビスにおける提携であ るが,こ の他 に も,営 業政策 を通 じ
た提携や,代 理店で の店頭予約 など,販 売上極 めて重 要な役割 を果たす予約端
末 の相 互接続 を め ぐる提携(コ ンピュー ター ・レザ ベー シ ョン ・ネ ッ トワー
ク:CRS)な どが あ る。現在,前 者の うちで特 に注 目を浴 びてい るのが ブ
リー クエ ン ト ・フライヤーズ ・プログラム(FFP)で ある。 これ は,旅 客 の
航 空会社 選択 の際の ロー ヤルテ ィーを高 めるために,そ の搭乗距離 に応 じた景
品を提供す る とい うものであ り,特 に無料 航空券り提供 が人気を呼んでいる16)。
ただ,こ れ は,将 来 の需要 を先食いす るものである として,航 空業.界内部か ら
批判の声 もあがっている。
この ように,一 口に提携 といっても,そ の形態は大変 多様 な もので あ り,そ
れ らが重層的に展開され ている。 また,提 携相手 もめま ぐる しく変わ ってい る
ため,そ の全貌を静態的にとらえることは,非 常に困難な状況 となってい る。
提携戦略は,航 空会社 間だけで はな く,ホ テルや クレジッ ト会社 な ど,関 連
他業種 との問で も行 われている。 その中で最 も注 目すべ きなのは,高 速鉄道網
との関係であろ う。欧州では,各 国が お互い に国境 を接 して,地 理 的に近接 し
ているため に,高 速鉄道網の持 つ意味 が大 きく,現 在,EU全 域 に及ぶ優れ た
鉄道 ネッ トワー クを構築 中で あ る(図3)。 この ため,近 距離輸 送 に重点 を置
く航空会社 は,鉄 逼への代替圧力 によって,深 刻 な影響 を被 るであろ う。 しか
し,鉄 道 と航空は,特 に国際遠距離輸送 をめ ぐっては,相 互 に補完 関係 に入 る
ことがで きる。そ こで,現.在は,ハ ブ空港への アクセス手段確保 とい う目的 を
通 じて,航 空会社 と鉄道 との提携が進 んでい る。 この際,高 速鉄道網 を有利 に
利用で きるか どうか とい う,企 業立地 の問題は,競 争 条件 の問題 とかかわ って
くるだろ う。
16)日本で も、競 争.上,最近 になって この制度の導入 ・拡充が進められて いるが,景 品の提供に対





























これまで航空会社 は,ポ ー ターの言 うバ リュー ・チェー ンに基 づ く総合 的な
サー ビスをすべて独力で提供で きるよう,関 連産業 をすべて本体 の中に取 り込
もうとす る傾 向があ った。その結 果,企 業体 として肥大化が進み,景 気後退 と
ともに本業が不振 にな って くる と,改 めて連結 ベースでの低収益性が問題 とな
り,コ ス ト削減を 目指 して,業 務の委託化が活.発に行われ るよ うにな った。最:
初は,ホ テル部 門や レンタカー部門 など,も ともと外部 にあ った ものの切 り放.
しか ら手がつけ られたが,競 争 の激化 に伴 って,従 来航空会社 自身が行 うべ き.
もの と思われて きた業務 の外注化が試み られ るようになった。そ の代表的 な例
は,英 国航空が以前 に行 った 「ギ ャップ ・クロー ジャー」運動で ある。 これは,
業務 の見直 しを通 じて コス ト削減 を目指す社内改革であ ったが,こ の 中でエ ン
ジン整備工場 を,そ の作業員 とともに売却 し,売 却後 もその買い手 との間で,
その工場で これまで と同 じサー ビスが受 けられ るように契約 を結 んだ。 こうし
て,業 務水準 を下 げることな く,経 済効率 を高 める ことを可能 に したのである。
航 空産業全体 に共通す る問題 と して,パ イ ロッ トや客室乗務.貝な どの熟練労
働者 の数を需給 のバ ランスにいかに的確 に調整す るか とい う問題があ る171。米
国で は,パ イロ ッ トの派遣 会社 も現れ た。現在欧州では,海 運業界の取 り組み
を参考 と して,熟 練労働 者のプール制 の導入が試み られている。
IVま とめ 自由化と各国の航空政策の自律性 との調整について
以上,欧 州の航 空 自由化 の進展 と,そ れ を取 り巻 く状 況につ いて具体的 に述
べて きた。パ ッケージ3の 政策 は,歴 史的な内容を含む もの とな り,そ の実施
は,現 在市場 に目に見 える形での変化を もた らしつつ ある。今回の変化 で注 目






的 にとらえ られ る見込みがあ るとい うことで ある。 これ までの政策は,先 述の
ごと く,先 行す る市場 の 自由化の実態 を後追 い的に裏付 ける もの にす ぎなか っ
たため,各 種の政策 レビューは行われた ものの,政 策 による変化 を定量的に と
らえることがで きなか った。加 えて,政 策が国際的に実施 され るため,米 国の
ように国内市場 を主 な対象 とす る場合の ように,統 一 的な統計処理が難 しい面
があ った。今後 は,域 内市場統一 による市場 監視機構 の強化 によ り,こ う した
問題点 も解決されてい くもの と期待 され る。実際 に政策の影響が定量的 に,検
証 に耐 え得 るような形で現れ て くるのには,ま だ数年 の時 間を必要 とす るだろ
うが,米 国の場合 との比較検討 が可能 とな り,そ の違い を具体 的に検証 しうる
とい うので はないか とい う期待か ら,そ の時が非常 に待 ち望 まれ るところで あ
る。
総体 と して,今 回の改革 は,米 国流の完全 自由化政策 を大胆1ヒ推進 しようと
す る ものであ った。 しか しなが ら,そ の政策の基盤 とな る市場環境 は,主 権 国
家の集合体 とい う統 一市場 の性格か ら,競 争を.公正な もの とす るには,解 決 し
なけれぼな らない問題 がIII積み してい ることがわか った。当面 の間は,各 政策
に付随 したセー フガー ド条項が効力 を持つが,そ れ も今 世紀 中には期限切れ と
なる。
まず空港やATCな どのイ ンフラ.ストラクチ ャーの整備の問題がある。 この
問題 を解決す る..ヒでは,EU全 体 を視野 に納めた統一的な整備計 画 と,各 地域
の利便性 を考慮 し,地 域の発展 を もた らす ような,あ る意味て微視 的な整備計
画 とを うま く融合 させていかなければならない。 この点で,航 空賢人会議 のま
とめた報告書 は,後 者の視点が欠落 している点で不満が残 る。欧州が,そ の自
由化政策 の端緒 において,米 国 とは違 った欧州独 自のスタンスを とろ うと試み
たよ うに,今IIIiの転機 にあた って も,EU統 一市場 のもつ特異性 を十分に認識
し,国 家の主権意識 を も念頭 に置 きなが ら,い か に全体 と部分の均衡の とれた
発展 を導 くべ きか を,じ っ くりと論 じる必 要があるだろ う。 そのため にも,E










システムを構築 していかなけれ ばならない。 また,.この問題 にユ ニバーサ ル ・
サービスの概念を適用 して考 えてみ るの も,非 常 に有意義で あろ う18〕。
次 に社会制度の違いが生 み出す労働条件 等の相対 的な均等化の問題があ る。
ここで は,国 際的な人権保 障をいか になすべ きか とい うことが課題 となる。域
外か らの競争・圧力が,単 に社会制度 の違いに基づ く賃金格差 によるような場合,
欧州航空会社 の雇用 をいか に保証 しつ つ,か つ域外か らの競争者を不 当に閉め
出 した りしないためにはど うすれば よいのか。
こう.した問題 は,い ずれ も解決の難 しい問題で はあるが,個 々人や,そ の生
活 の もとになる集合体 である企業 に対 して,競 争 の前提 たる最低限の生存基盤
を保証す る必要性 とい う意味で は共通 した ものが,主 権 の領域 を越 えて見いだ
せ るはずであ る。そ こで,.この基盤整備 の確立 をはか るための審査基準 を具体
的な形で,域 内で統一的に審議 ・確立 し,そ の遵守を監視す る機 関を常駐的 に
設けるのが一つの方法 として考 え られる。それ は,IATAの よ うな企業 カル
テルのよ うなものではな く,域 内各地域 を もれな く代表 し,公 共 的使 命を帯び
る もので ある。 この機関を公開性 とある程度 の強制力 を与えた上で活動 させ,
公 正の確保のための一定の競争 ルールの確立 と遵守の徹底 をはか るこ とを提案
したい。 それ は,米 国その他 の地域 との交渉の窓rlともなるべ きであ り,当 面
は,現 在 のEUの 組織 改編 とい う形で模索 され るであろ う。 その実現 の上で,
.各国の実状 に基づいた政策の独 自性が はか られて しか るべ きであ る。
で は,こ うした欧州の 自由化政策か ら,日 本は何 を学ぶべ きか。 もちろん,
スロ ッ トの配分方式や,パ イロ ッ トなどの熟練 労働者 のプール制度な ど,具 体
的施 策 と して参考 とすべ き点 は多 い。 しか し,さ らにそ の根底 に,国 際航 空
サービスとい う,国 家.1.を介在 と した複雑 に見える市場 の中で,い かに公正
な競争条件を確保 しよ うか と努力 してい る,そ の姿勢 に学ぶべ きであ る.。日本
の航空市場が置かれた環境 は,米 国 よ りも,国 内市場 の規模 とい う観点か らす
18)ユ ニ バ ーサ ル ・サ ー ビス の 概 念 につ い て は,以 下 の文 献 を 参 照 の こ と。 林 紘 一 郎 ・田川 義 博




ればはるか に欧州のそれに近い。 日本が この取 り組み に学び,現 在進展 してい
る国際 的な航空 ネ ッ トワー クの構築 に積極 的に関与 していかな ければ,さ らな
る孤立化 の道 を歩む ことになるだろ う。そ して,そ の不利益は,最 終 的には消
費者 に転嫁 され るこ とにな る。
?
??
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